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３ 障害福祉現場における医療機関との感染対策の連携の

実態に関する調査 集計結果 

 

(1) 施設の基本情報 

①運営主体 

調査対象施設の運営主体は、「社会福祉法人」が91.3%と多くなっている。障害者支援施設は、「社会福

祉法人」が99.3％、グループホームは、「社会福祉法人」が43.0％、「営利法人（株式会社・有限会社）」

が29.0％等となっている。 

図表 27 運営主体 

 
 
②施設の開設時期 

施設の開設時期は、「2000年以前」が64.1%と多くなっている。障害者支援施設は、「2000年以前」が

74.2%、グループホームは、「2010年～2019年」が44.1％、「2020年以降」が29.0％等となっている。 

図表 28 開設時期 

 
 

  

9.7 

4.1 

29.0 

91.3 

99.3 

43.0 17.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=658]

障害者支援施設 [n=565]

グループホーム [n=93]

医療法人 営利法人（株式会社・有限会社）
社会福祉法人 社団・財団法人
地方公共団体 特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）
その他の法人 無回答

64.1 

74.2 

3.2 

16.6 

15.6 

22.6 

11.6 

6.2 

44.1 

5.8 

29.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=658]

障害者支援施設 [n=565]

グループホーム [n=93]

2000年以前 2000年～2009年 2010年～2019年 2020年以降 無回答
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③事業の主たる対象とする障害種別 

事業の主たる対象とする障害種別を聞いたところ、「知的障害」が73.9%、「身体障害」が32.1%、「精

神障害」が21.1%、「定めていない」が10.0%、「難病」が4.0%等となっている。グループホームでは、

障害者支援施設に比べて「精神障害」の割合が多くなっている。 

図表 29 事業の主たる対象とする障害種別〔複数回答〕 

 
 
④障害者支援施設の昼間実施サービス 

障害者支援施設に、実施している昼間実施サービスを聞いたところ、「生活介護」が98.1%となっている。 

図表 30 障害者支援施設の昼間実施サービス〔複数回答〕 

 
 

  

32.1 

73.9 

21.1 

4.0 

0.5 

10.0 

0.3 

32.4 

74.9 

15.6 

3.5 

0.5 

8.8 

0.4 

30.1 

67.7 

54.8 

6.5 

0.0 

17.2 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

身体障害

知的障害

精神障害

難病

その他

定めていない

無回答

全体 [n=658] 障害者支援施設 [n=565] グループホーム [n=93]

98.1 

0.7 

1.1 

1.4 

0.0 

10.1 

0.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生活介護

自立訓練（機能訓練）

自立訓練（生活訓練）

就労移行支援

就労継続支援Ａ型

就労継続支援Ｂ型

無回答

障害者支援施設 [n=565]
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⑤共同生活援助の類型 

共同生活援助（グループホーム）に類型を聞いたところ、「介護サービス包括型」が48.4%、「日中サー

ビス支援型」が25.8%、「外部サービス利用型」が24.7%となっている。 

図表 31 共同生活援助の類型 

 
 
⑥入所者・入居者以外を対象とした通所サービス、短期入所の実施 

調査対象施設において、入所者・入居者以外を対象とした通所サービス、短期入所を実施しているかどう

かを聞いたところ、「短期入所を実施」が80.4%、「通所の生活介護等を実施」が53.3%となっている。 

図表 32 入所者・入居者以外を対象とした通所サービス、短期入所の実施〔複数回答〕 

 
 
⑦定員数 

調査対象施設の定員数については、全体の平均で１施設あたり46.7人となっている。障害者支援施設の平

均は51.9人、グループホームの平均は14.7人となっている。 

図表 33 定員数 

（単位：人） 全体 [n=648] 障害者支援施設 
[n=557] 

グループホーム 
[n=91] 

平均値 46.7 51.9 14.7 

 

  

介護サービス包括型
48.4%

日中サービス支援型
25.8%

外部サービス利用型
24.7%

無回答
1.1%

グループホーム [n=93]

53.3 

80.4 

13.7 

60.9 

87.6 

6.2 

7.5 

36.6 

59.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

通所の生活介護等を実施

短期入所を実施

実施なし

全体 [n=658] 障害者支援施設 [n=565] グループホーム [n=93]
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⑧居室数 

調査対象施設の居室数を利用人数別に聞いたところ、障害者支援施設は、平均で１施設あたりの合計室数

36.1室、うち個室利用が22.1室、２人利用が11.1室等となっている。グループホームの居室は、平均で１施

設あたり14.8室となっている。 

図表 34 居室数 

（単位：室） 障害者支援施設 
[n=557] グループホーム [n=91] 

個室利用 22.1  
２人利用 11.1  
３人利用 0.9  
４人利用 1.9  
５人以上利用 0.0  
計 36.1 14.8 

 
⑨「地域生活支援拠点等」の認定 

市町村等からの「地域生活支援拠点等」の認定状況については、「認定を受けていない」が66.4%、「認

定を受けている」が26.3%となっている。 

図表 35 「地域生活支援拠点等」の認定 

 
 
⑩実利用者数 

実利用者数は、令和元年12月末（新型コロナウイルス感染症の国内流行前）の全体の平均で１施設あたり

47.2人（うち、身体障害が12.8人、知的障害が33.3人、精神障害が1.0人、難病等が0.2人）となっている。 

令和5年7月末（新型コロナウイルス感染症の５類感染症移行後）では、全体の平均で１施設あたり44.7人

（うち、身体障害が11.5人、知的障害が31.6人、精神障害が1.3人、難病等が0.3人）となっている。 

図表 36 実利用者数 

（単位：人） 令和元年12月末_新型コロナウイルス感染症の
国内流行前 

令和５年７月末_新型コロナウイルス感染症の
５類感染症移行後 

 全体 
[n=590] 

障害者支援
施設 

[n=528] 

グループホー
ム [n=62] 

全体 
[n=629] 

障害者支援
施設 

[n=541] 

グループホー
ム [n=88] 

身体障害 12.8 14.2 0.9 11.5 13.2 1.3 
知的障害 33.3 36.4 6.9 31.6 35.6 7.5 
精神障害 1.0 0.6 3.8 1.3 0.8 4.2 
難病等 0.2 0.3 0.0 0.3 0.3 0.1 
合計 47.2 51.4 11.6 44.7 49.9 13.1 
（再掲）発達障害 2.6 2.9 0.3 2.6 2.9 0.7 
（再掲）高次脳機能障害 0.7 0.8 0.1 0.7 0.8 0.3 
（再掲）強度行動障害 7.2 8.0 0.4 7.5 8.6 0.6 
（再掲）医療的ケアが必要な者 2.8 3.1 0.0 2.8 3.2 0.3 

26.3 

27.4 

19.4 

66.4 

65.3 

73.1 

7.3 

7.3 

7.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=658]

障害者支援施設 [n=565]

グループホーム [n=93]

認定を受けている 認定を受けていない 無回答
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⑪職員配置数 

令和５年７月の調査対象施設における職員の配置数を聞いたところ、常勤職員（実人数）は、全体の平均

で１施設あたり28.0人、非常勤職員（常勤換算人数）は、全体の平均で１施設あたり7.7人となっている。 

図表 37 職員配置数 
（単位：人） 常勤職員（実人数） 非常勤職員（常勤換算人数） 

 全体 
[n=633] 

障害者支援
施設 

[n=553] 
グループホー
ム [n=80] 

全体 
[n=633] 

障害者支援
施設 

[n=553] 
グループホー
ム [n=80] 

職員総数 28.0 31.0 7.0 7.7 7.7 8.1 
うち、サービス管理責任者 1.4 1.5 1.1 0.1 0.1 0.2 
うち、生活支援員 20.4 22.9 2.7 4.7 5.0 2.2 
うち、職業支援員 0.2 0.3 0.1 0.1 0.1 0.1 
うち、就労支援員 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
うち、世話人 0.3 0.0 2.4 0.7 0.1 4.8 
うち、医師 0.0 0.0 0.0 0.2 0.2 0.0 
うち、看護職員 1.7 1.9 0.1 0.4 0.4 0.0 
うち、理学療法士・作業療法士 0.2 0.3 0.0 0.1 0.1 0.0 

 
⑫同一所在地で実施している事業 

調査対象施設の同一所在地（同一建物、併設）で実施している医療系の事業については、「病院・診療所・

訪問看護ステーションで実施している事業はない」が85.4%と多くなっている。 

図表 38 同一所在地で実施している事業〔複数回答〕 

 
 
⑬夜間の看護体制 

調査対象施設の夜間の看護体制としては、「基本的には、夜勤者もオンコール体制もない」が43.0%、「原

則、オンコール体制をとっている」が38.9%、「原則、夜勤者がいる」が15.2%となっている。 

図表 39 夜間の看護体制 

 

0.6 

0.2 

10.2 

0.8 

85.4 

3.2 

0.4 

0.2 

11.7 

0.4 

84.1 

3.4 

2.2 

0.0 

1.1 

3.2 

93.5 

2.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

病院

有床診療所

無床診療所

訪問看護ステーション

病院・診療所・訪問看護ステーションで実施している事業はない

無回答

全体 [n=658] 障害者支援施設 [n=565] グループホーム [n=93]

15.2 

14.0 

22.6 

38.9 

41.8 

21.5 

43.0 

42.3 

47.3 8.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=658]

障害者支援施設 [n=565]

グループホーム [n=93]

原則、夜勤者がいる 原則、オンコール体制をとっている 基本的には、夜勤者もオンコール体制もない 無回答
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(2) 協力医療機関について 

①協力医療機関数 

協力医療機関数を聞いたところ、全体の平均で１施設あたり病院が1.8か所、診療所（有床）が0.2か所、

診療所（無床）が0.7か所となっている。うち、入所者・入居者の体調管理や診察・治療等で連携実態のある

医療機関数は、全体の平均で１施設あたり病院が1.4か所、診療所（有床）が0.1か所、診療所（無床）が0.6

か所となっている。 

図表 40 協力医療機関数 

（単位：か所） 協力医療機関数 うち、連携実態のある医療機関数 

 全体 
[n=652] 

障害者支援
施設 

[n=561] 

グループホー
ム [n=91] 

全体 
[n=652] 

障害者支援
施設 

[n=561] 

グループホー
ム [n=91] 

病院 1.8 1.9 1.1 1.4 1.5 0.8 
診療所（有床） 0.2 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 
診療所（無床） 0.7 0.8 0.6 0.6 0.6 0.4 

※協力医療機関とは、厚生労働省令の基準に基づき、利用者の症状の急変等に備えるため、あらかじめ定めている「協力医療機関」

を指す。都道府県によっては指定申請（変更があった場合は指定更新）時に届け出ている医療機関のことを意味する。 

 
②主たる協力医療機関の特徴 

主たる協力医療機関の特徴としては、「その他の病院」が61.8%、「その他の診療所」が32.8%、「地域

医療支援病院（紹介患者中心の医療を提供する病院）」が18.9%等となっている。 

図表 41 主たる協力医療機関の特徴〔複数回答〕 

 

  

2.8 

18.9 

3.2 

4.4 

61.8 

3.1 

32.8 

1.2 

2.9 

20.1 

3.6 

5.0 

62.2 

2.9 

32.3 

1.4 

2.2 

11.0 

1.1 

1.1 

59.3 

4.4 

36.3 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特定機能病院（大学病院、国立がん研究センターなど）

地域医療支援病院（紹介患者中心の医療を提供する病
院）

在宅療養支援病院（24時間の往診などを行う200床未満の
病院）

在宅療養後方支援病院（24時間の入院希望者の診療など
を行う200床以上の病院）

その他の病院

在宅療養支援診療所

その他の診療所

無回答

全体 [n=652] 障害者支援施設 [n=561] グループホーム [n=91]
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③主たる協力医療機関との関係 

主たる協力医療機関と調査対象施設との関係は、「同一法人・関連法人以外」が85.9%となっている。 

図表 42 主たる協力医療機関との関係 

 
 
④主たる協力医療機関との距離 

主たる協力医療機関と調査対象施設との距離を聞いたところ、「車で10分以内」が35.1%と最も多く、次

いで、「車で10分超20分以内」が31.7%、「車で20分超30分以内」が22.4%等となっている。 

図表 43 主たる協力医療機関との距離 

 
 
⑤協力医療機関以外で日常的に利用している病院・診療所 

協力医療機関以外で、入所者・入居者の体調管理や診療・治療等で日常的に利用している病院・診療所（以

下「その他の医療機関」という）の数を聞いたところ、全体の平均で１施設あたり病院が2.7か所、診療所（有

床）が0.2か所、診療所（無床）が1.2か所となっている。 

図表 44 協力医療機関以外で日常的に利用している病院・診療所 
（単位：か所） 「その他の医療機関」数 うち、配置医・嘱託医の所属先 

 全体 
[n=652] 

障害者支援施
設 [n=561] 

グループホーム 
[n=91] 

全体 
[n=652] 

障害者支援施
設 [n=561] 

グループホーム 
[n=91] 

病院 2.7 2.8 1.7 0.3 0.3 0.1 
診療所（有床） 0.2 0.2 0.1 0.0 0.0 0.0 
診療所（無床） 1.2 1.2 1.0 0.2 0.2 0.0 

 
⑥日常的に利用している訪問看護ステーション 

入所者・入居者の体調管理や医療的ケア等で日常的に利用している訪問看護ステーションの数は、全体の

平均で１施設あたり0.2か所となっている。 

図表 45 日常的に利用している訪問看護ステーション 

（単位：か所） 全体 [n=652] 障害者支援施設 
[n=561] グループホーム [n=91] 

平均値 0.2 0.0 1.0 

3.3 

10.1 

8.6 

19.8 

85.9 

87.9 

73.6 3.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=652]

障害者支援施設 [n=561]

グループホーム [n=91]

併設病院・診療所 併設病院・診療所以外の同一法人・関連法人 同一法人・関連法人以外 無回答

4.0 

3.6 

6.6 

35.1 

35.1 

35.2 

31.7 

32.1 

29.7 

22.4 

22.5 

22.0 

5.7 

5.5 

6.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=652]

障害者支援施設 [n=561]

グループホーム [n=91]

同一建物内 同一敷地内・隣接もしくは道路を挟んで隣接
車で10分以内 車で10分超20分以内
車で20分超30分以内 車で30分超
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⑦医療機関等が行っている業務内容 

調査対象施設において、「常勤・非常勤の医師（自施設の配置医・嘱託医等）」「協力医療機関」「その他

の医療機関」「訪問看護ステーション」が、それぞれ行っている業務内容について聞いたところ、全体では、

協力医療機関の「日常的な診療及び治療」65.0%、常勤・非常勤の医師（配置医・嘱託医等）の「健康管理」

59.0%等が多くなっている。 

図表 46 医療機関等が行っている業務内容（全体）〔複数回答〕 

 

  

36.9 

59.0 

54.9 

55.6 

24.2 

18.4 

52.7 

55.0 

46.2 

12.2 

1.1 

1.1 

7.3 

20.7 

37.8 

35.7 

43.6 

65.0 

16.9 

56.5 

57.1 

52.7 

26.3 

10.6 

1.8 

2.4 

0.0 

11.7 

28.9 

17.9 

19.6 

46.4 

5.8 

46.7 

33.3 

28.7 

8.2 

7.9 

0.9 

1.7 

1.1 

24.3 

0.5 

5.6 

0.3 

1.7 

0.9 

0.0 

1.4 

3.8 

3.5 

0.5 

0.6 

0.2 

23.1 

69.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

定期健康診断

健康管理

予防接種の対応

日常的な診療及び治療

感染症発生時の往診、医師・看護師の派遣

入院時の受け入れ

医療機関への紹介

急変時の相談や対応、対応の指示

平時からの感染症対策の助言

感染症に関する施設職員等への研修

その他

特に行っている業務はない

配置がない（該当先がない）

無回答

常勤・非常勤の医師（配置医・嘱託医等） 協力医療機関 その他の医療機関 訪問看護ステーション

全体 [n=658]
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障害者支援施設では、協力医療機関の「日常的な診療及び治療」、常勤・非常勤の医師（配置医・嘱託医

等）の「健康管理」がいずれも67.3%等となっている。 

図表 47 医療機関等が行っている業務内容（障害者支援施設）〔複数回答〕 

 
 
 

  

41.6 

67.3 

62.3 

63.5 

27.3 

21.2 

60.2 

62.8 

52.7 

14.0 

1.2 

0.7 

5.0 

13.8 

38.4 
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配置がない（該当先がない）

無回答

常勤・非常勤の医師（配置医・嘱託医等） 協力医療機関 その他の医療機関 訪問看護ステーション

障害者支援施設 [n=565]
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グループホームでは、協力医療機関及びその他の医療機関の「日常的な診療及び治療」がそれぞれ51.6%、

47.3%等となっている。 

図表 48 医療機関等が行っている業務内容（グループホーム）〔複数回答〕 

 
 

  

8.6 

8.6 

9.7 

7.5 

5.4 

1.1 

7.5 

7.5 

6.5 

1.1 

0.0 

3.2 

21.5 

62.4 

34.4 

29.0 

43.0 

51.6 

11.8 

34.4 

45.2 

40.9 

25.8 

6.5 

1.1 

10.8 

0.0 

16.1 

23.7 

19.4 

31.2 

47.3 

9.7 

32.3 

28.0 

25.8 

9.7 

7.5 

0.0 

1.1 

1.1 

38.7 

3.2 

38.7 

2.2 

7.5 

5.4 

0.0 

9.7 

26.9 

24.7 

3.2 

2.2 

0.0 

9.7 

45.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

定期健康診断

健康管理

予防接種の対応

日常的な診療及び治療

感染症発生時の往診、医師・看護師の派遣

入院時の受け入れ

医療機関への紹介
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常勤・非常勤の医師（配置医・嘱託医等） 協力医療機関 その他の医療機関 訪問看護ステーション

グループホーム [n=93]
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⑧入所者・入居者の体調管理や診療・治療等で連携している医療機関 

調査対象施設が入所者・入居者の体調管理や診療・治療等で最も連携している医療機関を聞いたところ、

「常勤・非常勤の医師（配置医・嘱託医など）の所属する医療機関」が48.0%と最も多く、次いで、「施設

側から連携を相談・要請した医療機関」が36.9%となっている。障害者支援施設では、「常勤・非常勤の医

師（配置医・嘱託医など）の所属する医療機関」が54.5%と多く、グループホームでは、「施設側から連携

を相談・要請した医療機関」が62.4%と多くなっている。 

図表 49 入所者・入居者の体調管理や診療・治療等で連携している医療機関 

 
 
⑨連携先として不足している医療機関の機能 

連携先として不足している医療機関の機能を聞いたところ、「夜間・休日の対応が可能な医療機関」が

55.2%、「急変時の受入れができる医療機関」が53.3%等となっている。 

図表 50 連携先として不足している医療機関の機能〔複数回答〕 
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常勤・非常勤の医師（配置医・嘱託医など）の所属する医療機関
常勤・非常勤の医師（配置医・嘱託医など）から紹介のあった医療機関
施設側から連携を相談・要請した医療機関
その他
無回答
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通院ができる医療機関

急変時の受入れができる医療機関

夜間・休日の対応が可能な医療機関

平時から感染症対策の体制整備について相談可能な医療機関

その他

特に不足している機能はない

無回答

全体 [n=658] 障害者支援施設 [n=565] グループホーム [n=93]
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(3) 平時からの感染症対策等の体制整備について 

①感染対策委員会の設置状況 

調査対象施設において、「感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会」（以

下、感染対策委員会という。）を設置しているかどうかを聞いたところ、「設置している」が74.6%、「設

置していない」が24.6%となっている。グループホームでは、障害者支援施設に比べて「設置していない」

割合が多い。グループホームについて法人種別で見ると、営利法人で「設置している」が多くなっている。 

図表 51 感染対策委員会の設置状況 

 
図表 52 感染対策委員会の設置状況（グループホームの法人種別） 
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②感染対策委員会の状況 

感染対策委員会を設置している施設に、感染対策委員会のメンバー構成を聞いたところ、「看護職員」が

90.8%、「事業所・施設の管理者（施設長等）」が86.4%、「サービス管理責任者」が72.7%、「その他の

直接処遇職員」が68.0%等となっている。 

図表 53 感染対策委員会のメンバー構成〔複数回答〕 

 
 

感染症対策の知識を有する外部メンバーの参加状況については、「参加していない」が87.0%となってい

る。 

図表 54 感染症対策の知識を有する外部メンバーの参加 
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事業所・施設の管理者（施設長等）

サービス管理責任者
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医師

看護職員

管理栄養士・栄養士
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その他

無回答

全体 [n=491] 障害者支援施設 [n=448] グループホーム [n=43]
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感染対策委員会に外部メンバーが参加していない施設に、その理由を聞いたところ、「外部のメンバーを

加えたいが、適任者が見つからない」が31.9%と最も多く、次いで、「調査対象事業所の職員に感染症対策

の知識を有する者がいるため、外部者を加える必要性を感じない」「法人内の職員に感染症対策の知識を有

する者がいるため、外部者を加える必要性を感じない」がいずれも26.0%となっている。 

図表 55 感染対策委員会に外部メンバーが参加していない理由〔複数回答〕 

 
 

感染対策委員会の開催頻度は、「年２回以上の頻度で開催」が69.5%と最も多くなっている。グループホ

ームでは、障害者支援施設に比べて、年２回以上の開催が少なく、年１回程度の開催が多くなっている。 

図表 56 感染対策委員会の開催頻度 
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無回答

全体 [n=427] 障害者支援施設 [n=390] グループホーム [n=37]
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その他
無回答
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感染対策委員会の活動内容を聞いたところ、「日常支援における感染管理」が84.1%と最も多く、次いで、

「感染対策指針の作成・見直し」が77.2%、「感染症発生（疑い）時の対応」が74.9%、「研修」が71.5%

等となっている。 

図表 57 感染対策委員会の活動〔複数回答〕 

 
 
③感染防止対策の担当者の配置状況 

感染防止対策の担当者の配置状況を聞いたところ、「専任ではないが感染防止対策の担当者を決めている」

が69.3%と多くなっている。グループホームでは、障害者支援施設に比べて「担当者を決めていない」の割

合が多い。グループホームの法人種別で見ると、営利法人で、担当者を決めているところが比較的多くなっ

ている。 

図表 58 感染防止対策の担当者の配置状況 

 
※専任とは、業務のうち該当の業務が5割以上であること 
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無回答
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担当者を決めていない 無回答
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図表 59 感染防止対策の担当者の配置状況（グループホームの法人種別） 

 
※専任とは、業務のうち該当の業務が5割以上であること 

 

④感染防止対策の担当者の業務内容 

感染防止対策の担当者を配置又は担当者を決めている施設に、感染防止対策の担当者の業務内容を聞いた

ところ、平時では、「標準的な感染予防策（職員の感染予防の教育・指導、入所者介助（食事・排泄等）にお

ける感染予防、入所者の感染予防支援、共有物品の衛生維持等）」が84.8%と最も多く、次いで、「利用者

の健康管理」が82.2%、「衛生管理（施設内の換気・消毒・清掃等の環境整備、食品衛生、血液・体液・排

泄物等の処理等）」が66.1%等となっている。 

図表 60 感染防止対策の担当者の平時の業務〔複数回答〕 
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衛生、血液・体液・排泄物等の処理等）
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無回答

全体 [n=505] 障害者支援施設 [n=456] グループホーム [n=49]
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緊急時では、「感染拡大の防止（感染者等への対応方法・支援方法の周知・指導、感染者等への感染対策

の協力依頼、濃厚接触者等の体調確認、消毒の実施等）」が94.7%と最も多く、次いで、「発生状況の把握」

が91.5%、「医療機関や保健所、行政関係機関との連携（感染状況等の報告、診療・入院等の協力依頼、対

応方針等の指示確認等）」が80.4%、「感染者（利用者・職員）発生後の支援（感染者等の病状や予後の把

握、感染者等の精神的ケアを行う体制の構築等）」が80.0%等となっている。 

図表 61 感染防止対策の担当者の緊急時の業務〔複数回答〕 

 
 
⑤感染防止対策の最終的な意思決定を担う職員 

感染防止対策の最終的な意思決定を担う職員を聞いたところ、「事業所・施設の管理者（施設長等）」が

90.9%と多くなっている。 

図表 62 感染防止対策の最終的な意思決定を担う職員 
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関係者への連絡（施設・法人内での情報共有体制の整備、利
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無回答

全体 [n=505] 障害者支援施設 [n=456] グループホーム [n=49]
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その他 決めていない
無回答
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⑥緊急時に備えた職員確保の方策 

緊急時に備えた職員確保の方策について聞いたところ、「法人内の他の事業所間での応援職員の確保」が

64.7%と最も多く、次いで、「事業所の業務を重要度に応じて分析し、出勤率に応じて調整」が47.9%とな

っている。 

図表 63 緊急時に備えた職員確保の方策〔複数回答〕 
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59.1 

40.9 

4.3 

15.1 

29.0 

3.2 

38.7 

38.7 

6.5 

2.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

不安からの勤務辞退による職員不足を避けるため、安全確保・
特別手当・労災保険などの説明

法人内の他の事業所間での応援職員の確保

感染症流行期に休む可能性がある職員（学校、社会福祉施
設を利用している家族がいる職員等）の事前把握

外部（他法人）からの応援職員の受援体制の確保

感染リスクに対する職員の不安やストレスを軽減するため、事業
所内または法人内に相談窓口を設置し、職員が相談可能な

体制を整える

保健所や精神保健福祉センターなど、外部の専門機関にも相
談できる体制を整える

自治体が実施する、緊急時に備えた地域の事業所と連携した
職員確保のための体制構築に係る会議等への参加や、連携

先登録等

事業所内で対応可能な職員が減少した場合に備え、最低限
の人数で業務を遂行するシフトに移行するため、平時からの事

業所内職員の対応能力等の評価・分析

事業所の業務を重要度に応じて分析し、出勤率に応じて調整

その他

無回答

全体 [n=658] 障害者支援施設 [n=565] グループホーム [n=93]
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⑦緊急時に備えた備蓄品確保の方策 

緊急時に備えた備蓄品の確保の方策としては、「防護服・消毒液等の在庫量・保管場所を確認し、職員に

周知しておく」が90.6%と最も多く、次いで、「使用量が増加した場合に備えて、品目に応じて備蓄量を定

め、備蓄しておく」が72.9%となっている。 

図表 64 緊急時に備えた備蓄品確保の方策〔複数回答〕 

 
 
⑧業務継続計画（ＢＣＰ）の作成状況 

調査対象施設における、業務継続計画（ＢＣＰ）の作成状況を聞いたところ、「感染症に係る業務継続計

画を作成している」が61.7%、「感染症に係る業務継続計画を作成していない」が36.0%となっている。グ

ループホームでは、障害者支援施設に比べて「作成していない」割合が多い。グループホームについて法人

種別で見ると、ＮＰＯ法人で「感染症に係る業務継続計画を作成している」が多くなっている。 

図表 65 業務継続計画（ＢＣＰ）の作成状況 

 
  

90.6 

72.9 

55.0 

17.3 

2.0 

0.9 

0.8 

91.3 

75.0 

56.8 

19.3 

1.8 

0.9 

0.5 

86.0 

60.2 

44.1 

5.4 

3.2 

1.1 

2.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

防護服・消毒液等の在庫量・保管場所を確認し、職員に周
知しておく

使用量が増加した場合に備えて、品目に応じて備蓄量を定
め、備蓄しておく

通常の調達先から確保できない場合に備え、自法人内の事業
所間で融通する仕組みをつくっておく

通常の調達先から確保できない場合に備え、複数の事業者
（他法人）と連携しておく

その他

特に取り組んでいない

無回答

全体 [n=658] 障害者支援施設 [n=565] グループホーム [n=93]

61.7 

64.8 

43.0 

36.0 

32.9 

54.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=658]

障害者支援施設 [n=565]

グループホーム [n=93]

感染症に係る業務継続計画を作成している 感染症に係る業務継続計画を作成していない 無回答
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図表 66 業務継続計画（ＢＣＰ）の作成状況（グループホームの法人種別） 

 

 

⑨職員に対する感染対策に関する研修・訓練の状況 

感染症が発生した場合の対応等について、職員に対する感染対策に関する研修・訓練を実施しているかど

うかを聞いたところ、「行っている」が84.2%、「行っていない」が14.7%となっている。グループホーム

では、障害者支援施設に比べて「行っていない」割合が多い。グループホームについて法人種別で見ると、

営利法人で「行っている」が多くなっている。 

図表 67 職員に対する感染対策に関する研修・訓練 

 
図表 68 職員に対する感染対策に関する研修・訓練（グループホームの法人種別） 

 

  

43.0 

40.0 

44.4 

62.5 

20.0 

54.8 

57.5 

55.6 

31.3 

80.0 

6.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

グループホーム全体 [n=93]

社会福祉法人 [n=40]

営利法人 [n=27]

ＮＰＯ法人 [n=16]

その他の法人 [n=10]

感染症に係る業務継続計画を作成している 感染症に係る業務継続計画を作成していない 無回答

84.2 

87.1 

66.7 

14.7 

12.2 

30.1 3.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=658]

障害者支援施設 [n=565]

グループホーム [n=93]

行っている 行っていない 無回答

66.7 

62.5 

81.5 

62.5 

50.0 

30.1 

35.0 

14.8 

31.3 

50.0 

3.2 

3.7 

6.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

グループホーム全体 [n=93]

社会福祉法人 [n=40]

営利法人 [n=27]

ＮＰＯ法人 [n=16]

その他の法人 [n=10]

行っている 行っていない 無回答
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職員に対する感染対策に関する研修・訓練を行っている施設に、令和４年度の研修・訓練の実施回数を聞

いたところ、全体の平均で１施設あたりの研修が1.8回、訓練が1.0回となっている。 

また、感染対策についての研修・訓練の実施方法については、「自施設の職員が講師となり実施している」

が82.1%と多くなっている。 

図表 69 令和４年度の研修・訓練の実施回数 

（単位：回） 全体 [n=507] 障害者支援施設 
[n=450] 

グループホーム 
[n=57] 

研修 1.8 1.8 1.6 
訓練 1.0 1.0 0.6 

図表 70 感染対策についての研修・訓練の実施方法〔複数回答〕 

 
 
⑩外部専門家による実地指導や研修の状況 

新型コロナウイルス感染症の感染対策に関し、外部専門家による実地指導や研修を受けたことがあるかど

うかを聞いたところ、「ある」が59.1%、「ない」が38.9%となっている。グループホームでは、障害者支

援施設に比べて「ない」の割合が多い。グループホームについて法人種別で見ると、社会福祉法人、その他

の法人で「ある」が多くなっている。 

図表 71 外部専門家による実地指導や研修の実施状況 

 
  

82.1 

23.6 

7.4 

7.8 

19.3 

12.1 

1.6 

83.5 

24.8 

7.1 

8.5 

19.7 

12.0 

1.6 

71.0 

14.5 

9.7 

1.6 

16.1 

12.9 

1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自施設の職員が講師となり実施している

外部から講師を招いて実施している

協力病院・協力医療施設（併設医療機関含む）が開催す
る感染対策についての研修・訓練に参加している

協力病院以外の病院が開催する感染対策についての研修・
訓練に参加している

地域の職能団体が開催する感染対策についての研修・訓練に
参加している

その他

無回答

全体 [n=554] 障害者支援施設 [n=492] グループホーム [n=62]

59.1 

64.1 

29.0 

38.9 

34.3 

66.7 4.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=658]

障害者支援施設 [n=565]

グループホーム [n=93]

ある ない 無回答
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図表 72 外部専門家による実地指導や研修の実施状況（グループホームの法人種別） 

 

 

新型コロナウイルス感染症の感染対策に関する外部専門家による実地指導や研修を受けたことがある施設

に、効果として感じていることを聞いたところ、「以前より適切な対応ができるようになった」が81.2%と

最も多く、次いで、「職員の不安を軽減することができた」が58.1%等となっている。 

また、外部専門家による実地指導や研修の今後の継続希望については、「今後も受けたい」が67.6%とな

っている。 

図表 73 外部専門家による実地指導や研修を受けたことによる効果〔複数回答〕 

 
図表 74 外部専門家による実地指導や研修の今後の継続希望 

 

  

29.0 

40.0 

14.8 

18.8 

40.0 

66.7 

55.0 

81.5 

75.0 

60.0 

4.3 

5.0 

3.7 

6.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

グループホーム全体 [n=93]

社会福祉法人 [n=40]

営利法人 [n=27]

ＮＰＯ法人 [n=16]

その他の法人 [n=10]

ある ない 無回答

81.2 

25.2 

25.7 

58.1 

6.7 

0.3 

82.6 

24.9 

25.7 

57.5 

6.9 

0.3 

63.0 

29.6 

25.9 

66.7 

3.7 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

以前より適切な対応ができるようになった

利用者の施設内療養を比較的継続できた

感染者数を抑えることができた

職員の不安を軽減することができた

その他

無回答

全体 [n=389] 障害者支援施設 [n=362] グループホーム [n=27]

21.9 

19.9 

48.1 

67.6 

69.9 

37.0 

9.8 

9.4 

14.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=389]

障害者支援施設 [n=362]

グループホーム [n=27]

今後も受ける予定である 今後も受けたい 特に必要ない 無回答
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(4) 新型コロナウイルス感染症の緊急時における対応について 

①新型コロナウイルス感染症の陽性者発生状況 

令和２年１月～令和５年４月の期間で、調査対象施設の入所者・入居者及び職員に新型コロナウイルス感

染症の陽性者が発生したかどうかを聞いたところ、入所者・入居者については、「発生した」が87.2%とな

っている。 

図表 75 新型コロナウイルス感染症の陽性者発生状況（入所者・入居者） 

 
 

また、職員については、「発生した」が92.1%となっている。 

図表 76 新型コロナウイルス感染症の陽性者発生状況（職員） 

 
 
②新型コロナウイルス感染症の陽性者のクラスター発生状況 

令和２年１月～令和５年４月の期間で、調査対象施設で新型コロナウイルス感染症の陽性者のクラスター

が発生したかどうかを聞いたところ、「発生した」が74.0%と多くなっている。グループホームでは、「発

生した」施設は比較的少ない。 

図表 77 新型コロナウイルス感染症の陽性者のクラスターの発生状況 

 

87.2 

88.8 

77.4 

12.5 

10.8 

22.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=658]

障害者支援施設 [n=565]

グループホーム [n=93]

発生した 発生していない 無回答

92.1 

95.0 

74.2 

7.6 

4.6 

25.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=658]

障害者支援施設 [n=565]

グループホーム [n=93]

発生した 発生していない 無回答

74.0 

81.4 

29.0 

25.7 

18.2 

71.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=658]

障害者支援施設 [n=565]

グループホーム [n=93]

発生した 発生していない 無回答
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③クラスターの発生を防止するために必要だった事項 

クラスターが発生した施設に、クラスターの発生を防止するために必要だった事項として、人員、施設内

における体制を聞いたところ、「職員間の感染拡大時等の勤務調整・体制構築」が73.5%と最も多く、次い

で、「職員間の情報共有」が68.0%となっている。 

また、感染防止策に関する知識については、「ゾーニング（区域を分ける）の実施方法」が72.3%と最も

多く、次いで、「コホーティング（隔離）の実施方法」が67.4%、「サービス提供を継続する上で必要な感

染予防策」が64.5%となっている。 

図表 78 クラスターの発生を防止するために必要だった事項【人員、施設内における体制】〔複数回答〕 

 
図表 79 クラスターの発生を防止するために必要だった事項【感染防止策に関する知識】〔複数回答〕 

 
 

29.4 

73.5 

52.0 

50.7 

38.6 

40.0 

68.0 

23.8 

50.1 

5.5 

29.3 

74.3 

52.0 

50.4 

38.5 

40.4 

68.7 

23.5 

50.7 

5.4 

29.6 

59.3 

51.9 

55.6 

40.7 

33.3 

55.6 

29.6 

40.7 

7.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

診察する医師の確保

職員間の感染拡大時等の勤務調整・体制構築

入院が必要と判断した入所者を受け入れる医療機関の確保

発症者への有効な治療方法・対応方法に対する知識

症状の変化時の保健所等への連絡・報告フロー

利用者の心身の状態への影響に関する知識・対応方法

職員間の情報共有

自治体との連携方法

対応する職員の心身の状態への影響に関する知識・対応方
法

無回答

全体 [n=487] 障害者支援施設 [n=460] グループホーム [n=27]

64.5 

72.3 

67.4 

47.2 

42.3 

7.6 

65.0 

73.7 

68.0 

47.0 

42.6 

7.4 

55.6 

48.1 

55.6 

51.9 

37.0 

11.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

サービス提供を継続する上で必要な感染予防策

ゾーニング（区域を分ける）の実施方法

コホーティング（隔離）の実施方法

利用者・入所者の健康観察の方法

職員の健康観察の方法

無回答

全体 [n=487] 障害者支援施設 [n=460] グループホーム [n=27]
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④施設内でのクラスター対応にあたっての困難 

クラスターが発生した施設に、施設内でのクラスターへの対応にあたっての困難だったことについて聞い

たところ、「職員や職員の家族等にも感染が拡大し、勤務できる職員が少なくなった」が87.9%と最も多く

なっている。その他、「発症者を病院に搬送したかったが、受け入れてくれる医療機関がみつからなかった」

が27.9%、「感染の拡大防止策がわからなかった」が23.8%、「診察してくれる医師がいなかった」が21.4%

等となっている。 

図表 80 施設内でのクラスター対応にあたっての困難〔複数回答〕 

 
 
⑤新型コロナウイルス感染症の陽性者の症状 

令和２年１月～令和５年４月までの期間で入所者・入居者に新型コロナウイルス感染症の陽性者が発生し

た施設に、陽性者の症状を聞いたところ、「軽症の入所者がいた」が93.2%、「中等症の入所者がいた」が

45.5%、「重症の入所者がいた」が20.0%となっている。 

図表 81 新型コロナウイルス感染症の陽性者の症状〔複数回答〕 

 

21.4 

87.9 

27.9 

19.1 

23.8 

7.0 

3.9 

21.7 

88.7 

28.5 

18.7 

22.8 

6.7 

3.7 

14.8 

74.1 

18.5 

25.9 

40.7 

11.1 

7.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

診察してくれる医師がいなかった

職員や職員の家族等にも感染が拡大し、勤務できる職員が少
なくなった

発症者を病院に搬送したかったが、受け入れてくれる医療機関
がみつからなかった

発症者への有効な治療方法・対応方法がわからなかった

感染の拡大防止策がわからなかった

施設および職員に対する風評被害があった

無回答

全体 [n=487] 障害者支援施設 [n=460] グループホーム [n=27]

93.2 

45.5 

20.0 

7.0 

1.9 

1.0 

93.4 

48.8 

21.5 

7.8 

2.2 

0.8 

91.7 

22.2 

9.7 

1.4 

0.0 

2.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

軽症の入所者がいた

中等症の入所者がいた

重症の入所者がいた

入院先で死亡した入所者がいた

施設内療養中に死亡した入所者がいた

無回答

全体 [n=574] 障害者支援施設 [n=502] グループホーム [n=72]
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⑥陽性者の入院状況 

新型コロナウイルス感染症の陽性者の入院状況について聞いたところ、軽症の陽性者は、「入院が必要な

陽性者について、入院調整をしたが、入院できないケースがあった」が27.5%、「入院が必要な陽性者は、

すべて入院した」が18.7%となっている。 

図表 82 軽症の陽性者の入院状況 

 
※該当なし（無回答）は、入院の必要等に該当しない場合を含む 

 
中等症の陽性者は、「入院が必要な陽性者は、すべて入院した」が46.7%、「入院が必要な陽性者につい

て、入院調整をしたが、入院できないケースがあった」が33.0%となっている。グループホームでは、障害

者支援施設に比べて「すべて入院した」の割合が多い。 

図表 83 中等症の陽性者の入院状況 

 
※該当なし（無回答）は、入院の必要等に該当しない場合を含む 

 
重症の陽性者の入院状況は、「入院が必要な陽性者は、すべて入院した」が63.2%、「入院が必要な陽性

者について、入院調整をしたが、入院できないケースがあった」が21.4%となっている。 

図表 84 重症の陽性者の入院状況 

 
※該当なし（無回答）は、入院の必要等に該当しない場合を含む 

 

18.7 

19.4 

13.6 

27.5 

27.1 

30.3 

53.8 

53.5 

56.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=535]

障害者支援施設 [n=469]

グループホーム [n=66]

入院が必要な陽性者は、すべて入院した
入院が必要な陽性者について、入院調整をしたが、入院できないケースがあった
該当なし（無回答）

46.7 

45.7 

62.5 

33.0 

33.9 

18.8 

20.3 

20.4 

18.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=261]

障害者支援施設 [n=245]

グループホーム [n=16]

入院が必要な陽性者は、すべて入院した
入院が必要な陽性者について、入院調整をしたが、入院できないケースがあった
該当なし（無回答）

63.2 

62.7 

71.4 

21.4 

20.9 

28.6 

15.4 

16.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=117]

障害者支援施設 [n=110]

グループホーム [n=7]

入院が必要な陽性者は、すべて入院した
入院が必要な陽性者について、入院調整をしたが、入院できないケースがあった
該当なし（無回答）
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⑦新型コロナウイルス感染症の陽性者の施設内での発生人数等 

新型コロナウイルス感染症の陽性者の施設内での発生人数等を聞いたところ、入所者・入居者では、全体

の平均延べ人数が１施設あたり28.4人、うち病院等への搬送人数は2.3人、施設内での療養人数が26.9人と

なっている。職員の陽性者発生人数は、全体の平均延べ人数が１施設あたり15.9人となっている。 

図表 85 新型コロナウイルス感染症の陽性者の施設内での発生人数等 

（単位：人） 全体 
[n=550] 

障害者支援施
設 [n=483] 

グループホーム 
[n=67] 

入所者・入居者 令和２年１月～令和 5 年 4 月の新型コロナウイルス感染症の施設内
での発生人数合計（(a)+(b)）（無症状者含む）（延べ人数） 
※延べ人数：１人の人が２回罹患した場合、２人と計上 

28.4 31.3 7.7 

(a)うち、病院等への搬送人数 2.3 2.5 0.9 
 うち、併設病院への搬送人数 0.2 0.3 0.0 
 うち、協力病院・協力医療機関への搬送人数 1.1 1.3 0.2 

(b)うち、施設内での療養人数 26.9 29.6 6.8 

職員 令和２年１月～令和 5 年 4 月の新型コロナウイルス感染症の施設内
での発生人数（無症状者含む）（延べ人数） 15.9 17.3 5.3 

 
新型コロナウイルス感染症の入所者・入居者の陽性者について、施設内で酸素投与を行った（中等症Ⅱ以

上）人数を聞いたところ、全体の平均で１施設あたり0.3人、うち、施設内で療養を終えた人数（死亡含む）

が0.1人となっている。 

図表 86 施設内で酸素投与を行った（中等症Ⅱ以上）人数 

（単位：人） 全体 [n=550] 障害者支援施設 
[n=483] 

グループホーム 
[n=67] 

施設内で酸素投与を行った（中等症Ⅱ以上）人数 0.3 0.3 0.0 
うち、施設内で療養を終えた人数（死亡含む） 0.1 0.1 0.0 

 
新型コロナウイルスに感染した患者を診察した者を聞いたところ、「協力病院の医師（2以外）」が56.2%

と最も多く、次いで、「それ以外の医療機関の医師」が44.2%となっている。グループホームでは、障害者

支援施設に比べて「それ以外の医療機関の医師」が診察した割合が多い。 

図表 87 新型コロナウイルスに感染した患者を診察した者〔複数回答〕 

 

  

11.1 

4.2 

56.2 

44.2 

7.5 

12.6 

4.3 

59.0 

40.4 

6.8 

0.0 

3.0 

35.8 

71.6 

11.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

施設の医師

併設医療機関の医師

協力病院の医師（併設医療機関以外）

それ以外の医療機関の医師

無回答

全体 [n=550] 障害者支援施設 [n=483] グループホーム [n=67]
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コロナ治療薬の処方を行った者については、「協力病院の医師（2以外）」が42.9%と最も多く、次いで、

「それ以外の医療機関の医師」が30.0%、「処方は行わなかった」が27.8%となっている。グループホーム

では、障害者支援施設に比べて「それ以外の医療機関の医師」が処方した割合が多い。 

図表 88 コロナ治療薬の処方を行った者〔複数回答〕 

 
 

電話・オンライン診療を活用したコロナ治療薬の処方の有無を聞いたところ、「行わなかった」が70.2%、

「行った」が26.7%となっている。 

図表 89 電話・オンライン診療を活用したコロナ治療薬の処方の有無 

 
 
 

  

7.1 

3.3 

42.9 

30.0 

27.8 

4.4 

8.1 

3.3 

44.7 

27.3 

27.3 

4.1 

0.0 

3.0 

29.9 

49.3 

31.3 

6.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

施設の医師

併設医療機関の医師

協力病院の医師（併設医療機関以外）

それ以外の医療機関の医師

処方は行わなかった

無回答

全体 [n=550] 障害者支援施設 [n=483] グループホーム [n=67]

26.7 

29.0 

10.4 

70.2 

68.7 

80.6 

3.1 

9.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=550]

障害者支援施設 [n=483]

グループホーム [n=67]

行った 行わなかった 無回答
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⑧新型コロナ流行期間中における新規受け入れや地域移行等への対応状況 

新型コロナウイルス感染症の流行期間中における新規受け入れや地域移行等への対応状況を聞いたところ、

「入所者・入居者の外泊を止めていた期間がある」が85.9%、「新規の入所者・入居者の受け入れを止めて

いた期間がある」が56.2%、「障害者支援施設入所者の地域移行等で必要な取り組み（体験利用等）の実施

を止めていた期間がある」が33.9%等となっている。 

図表 90 新型コロナ流行期間中における新規受け入れや地域移行等への対応状況〔複数回答〕 

 
 
⑨新型コロナ流行期間中における通所サービス、短期入所の事業継続の状況 

入所者・入居者以外を対象とした通所サービス、短期入所を実施している施設に、新型コロナウイルス感

染症の流行期間中における通所サービス、短期入所の事業継続の状況を聞いたところ、「感染拡大防止のた

め、事業者独自の判断により事業を休止した期間がある」が75.0%、「緊急事態宣言が出ている時期は事業

を休止した」が32.6%等となっている。 

図表 91 新型コロナウイルス感染症の流行期間中における通所サービス、短期入所の事業継続の状況〔複数回答〕 

 

56.2 

33.9 

85.9 

8.5 

5.8 

60.0 

35.9 

91.3 

8.1 

2.8 

33.3 

21.5 

52.7 

10.8 

23.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新規の入所者・入居者の受け入れを止めていた期間がある

障害者支援施設入所者の地域移行等で必要な取り組み（体
験利用等）の実施を止めていた期間がある

入所者・入居者の外泊を止めていた期間がある

その他

該当なし

全体 [n=658] 障害者支援施設 [n=565] グループホーム [n=93]

32.6 

11.8 

2.8 

75.0 

19.4 

7.7 

14.3 

34.5 

12.3 

2.6 

77.5 

20.4 

8.1 

11.7 

5.3 

5.3 

5.3 

39.5 

5.3 

2.6 

50.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

緊急事態宣言が出ている時期は事業を休止した

都道府県の要請等に基づき事業を休止した期間がある

その他の要請に基づき事業を休止した期間がある

感染拡大防止のため、事業者独自の判断により事業を休止し
た期間がある

職員体制の確保が困難なため、事業を休止した期間がある

その他の理由で、事業者独自の判断により事業を休止した期間
がある

該当なし

全体 [n=568] 障害者支援施設 [n=530] グループホーム [n=38]
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⑩新型コロナ流行期間中における他の施設・事業所等からの受援状況 

新型コロナウイルス感染症の流行期間中における職員体制の確保にあたって、他の施設・事業所等からの

臨時の職員派遣等の応援を受けたことがあるかどうかを聞いたところ、「応援は受けていない」が60.0%で

ある一方、「同じ法人の施設・事業所等から応援を受けた」が36.6%となっている。 

図表 92 新型コロナ流行期間中における他の施設・事業所等からの受援状況〔複数回答〕 

 
 
⑪新型コロナ流行期間中における職員体制の確保状況 

新型コロナウイルス感染症の流行期間中における職員体制の確保状況を聞いたところ、「必要とする職員

数は常に確保できていた」が52.1%、「必要とする職員数が確保できていない時期があった」が45.1%とな

っている。グループホームでは、障害者支援施設に比べて「常に確保できていた」割合が多くなっている。 

図表 93 新型コロナ流行期間中における職員体制の確保状況 

 
 

「必要とする職員数が確保できていない時期があった」と回答した施設に、必要とする職員数が不足して

いた期間を聞いたところ、「６か月未満」が92.9%と最も多くなっている。 

図表 94 必要とする職員数が不足していた期間 

 

36.6 

2.4 

60.0 

1.8 

38.4 

2.8 

58.9 

0.9 

25.8 

0.0 

66.7 

7.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

同じ法人の施設・事業所等から応援を受けた

他法人の施設・事業所等から応援を受けた

応援は受けていない

無回答

全体 [n=658] 障害者支援施設 [n=565] グループホーム [n=93]

52.1 

49.4 

68.8 

45.1 

49.0 

21.5 9.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=658]

障害者支援施設 [n=565]

グループホーム [n=93]

必要とする職員数は常に確保できていた 必要とする職員数が確保できていない時期があった 無回答

92.9 

93.1 

90.0 5.0 

3.7 

3.6 

5.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=297]

障害者支援施設 [n=277]

グループホーム [n=20]

６か月未満 ６か月～12か月程度 13か月～24か月程度 25か月以上 無回答
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⑫陽性者発生時の各種機関との連携状況 

令和２年１月～令和５年４月までの期間で入所者・入居者に新型コロナウイルス感染症の陽性者が発生し

た施設に、陽性者発生時に各種機関との連携により対応・調整が得られたことを聞いた。全体では、「行政

や保健所」の「感染拡大防止策の助言・指導」60.5%、「感染拡大防止に必要な物資の提供」47.7%、「協

力医療機関」の「外来受診」44.4%等が比較的多くなっている。 

図表 95 陽性者発生時の各種機関との連携状況（全体）〔複数回答〕 
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0.2 
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0.0 

2.8 

0.3 

0.9 
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44.1 

13.2 

3.1 
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1.4 

7.1 

22.5 

3.0 

11.8 

1.2 

26.7 

13.6 

31.4 

44.4 

20.6 

4.2 

16.2 

2.3 

0.3 

0.3 

24.6 

1.4 

4.7 

17.6 

19.0 

3.3 

20.2 

4.9 

4.9 

3.7 

0.3 

0.5 

60.5 

25.4 

47.7 

8.9 

14.8 

23.9 

0.5 

0.2 

0.3 

0.2 

0.2 

0.7 

0.0 

1.4 

0.7 

10.6 

22.3 

41.6 

36.2 

0.2 

0.2 

0.0 

0.5 

0.7 

0.0 

0.0 

1.2 

0.2 

0.0 

16.4 

45.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

該当の機関なし

外来受診

入院が必要な患者の受け入れ・調整

移動させたいと思った利用者（新型コロナウイルス感染者以
外）の受け入れ・調整

医師の派遣、診察や医療処置

看護職員の派遣

介護職員の派遣

事務職員の派遣

感染拡大防止策の助言・指導

感染拡大防止のための専門家派遣

感染拡大防止に必要な物資の提供

特になかった

無回答

併設医療機関 同一法人・関連法人 協力医療機関 行政や保健所 事業者団体 訪問看護ステーション

全体 [n=574]
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障害者支援施設では、「行政や保健所」の「感染拡大防止策の助言・指導」63.5%、「感染拡大防止に必

要な物資の提供」51.0%、「協力医療機関」の「外来受診」46.2%等となっている。 

図表 96 陽性者発生時の各種機関との連携状況（障害者支援施設）〔複数回答〕 

 

  

42.0 

3.4 
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23.7 
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1.4 

27.1 

12.9 

30.9 

46.2 

23.1 
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17.7 
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0.4 

0.2 

26.3 

1.6 

5.0 

16.1 

17.5 

3.8 

21.5 

5.2 

5.2 

4.2 

0.4 

0.4 

63.5 

28.5 

51.0 

7.4 

13.1 

24.1 

0.6 

0.2 

0.4 

0.2 

0.2 

0.8 

0.0 

1.6 

0.8 

12.0 

21.5 

40.6 

39.4 

0.0 

0.0 

0.0 

0.2 

0.2 

0.0 

0.0 

0.2 

0.0 

0.0 

14.7 

45.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

該当の機関なし

外来受診

入院が必要な患者の受け入れ・調整

移動させたいと思った利用者（新型コロナウイルス感染者以
外）の受け入れ・調整

医師の派遣、診察や医療処置

看護職員の派遣

介護職員の派遣

事務職員の派遣

感染拡大防止策の助言・指導

感染拡大防止のための専門家派遣

感染拡大防止に必要な物資の提供

特になかった

無回答

併設医療機関 同一法人・関連法人 協力医療機関 行政や保健所 事業者団体 訪問看護ステーション

障害者支援施設 [n=502]
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グループホームでは、「行政や保健所」の「感染拡大防止策の助言・指導」38.9%、「協力医療機関」の

「外来受診」31.9%等となっているが、障害者支援施設と比べて、全般的に連携の割合が少なくなっている。 

図表 97 陽性者発生時の各種機関との連携状況（グループホーム）〔複数回答〕 
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47.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

該当の機関なし

外来受診

入院が必要な患者の受け入れ・調整

移動させたいと思った利用者（新型コロナウイルス感染者以
外）の受け入れ・調整

医師の派遣、診察や医療処置

看護職員の派遣

介護職員の派遣

事務職員の派遣

感染拡大防止策の助言・指導

感染拡大防止のための専門家派遣

感染拡大防止に必要な物資の提供

特になかった

無回答

併設医療機関 同一法人・関連法人 協力医療機関 行政や保健所 事業者団体 訪問看護ステーション

グループホーム [n=72]
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⑬今後の新型コロナウイルス感染症発生時に対応を行う医療機関の有無 

今後、新型コロナウイルス感染症（疑い含む）が発生した際に、各種対応を行う医療機関があるかどうか

を聞いた。 

電話等による相談への対応を行う医療機関の有無については、「有」が86.0%となっている。「有」と回

答した施設に該当する医療機関の種別を聞いたところ、「1・2以外の協力医療機関」が79.7%となっている。 

図表 98 電話等による相談への対応を行う医療機関の有無 

 
図表 99 電話等による相談への対応を行う医療機関の種別〔複数回答〕 

 
 

施設への往診（オンライン診療含む）を行う医療機関の有無については、「無」が55.2%、「有」が41.2%

となっている。「有」と回答した施設に該当する医療機関の種別を聞いたところ、「1・2以外の協力医療機

関」が76.4%となっている。 

図表 100 施設への往診（オンライン診療含む）を行う医療機関の有無 
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図表 101 施設への往診（オンライン診療含む）を行う医療機関の種別 〔複数回答〕 

 
 

入院の要否の判断や入院調整を行う医療機関の有無については、「有」が64.6%、「無」が32.1%となっ

ている。「有」と回答した施設に該当する医療機関の種別を聞いたところ、「1・2以外の協力医療機関」が

76.0%となっている。 

図表 102 入院の要否の判断や入院調整を行う医療機関の有無 

 
図表 103 入院の要否の判断や入院調整を行う医療機関の種別〔複数回答〕 
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⑭感染対策の平時からの準備として特に重要と感じるもの 

新型コロナウイルス感染症の感染対策をふりかえって、平時からの準備として特に重要と感じるものを聞

いたところ、人員、施設内における体制については、「職員間の感染拡大時等の勤務調整・体制構築」が77.4%

と最も多く、次いで、「入院が必要と判断した入所者を受け入れる医療機関の確保」が59.3%となっている。 

図表 104 平時からの準備として必要だと感じていること【人員、施設内における体制】〔複数回答〕 

 
 

感染防止策に関する知識については、「サービス提供を継続する上で必要な感染予防策」が62.9%と最も

多く、次いで、「ゾーニング（区域を分ける）の実施方法」が59.7%となっている。 

図表 105 平時からの準備として必要だと感じていること【感染防止策に関する知識】〔複数回答〕 
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⑮緊急時に備えて連携を強化しておくことが必要と思われる機関 

新型コロナウイルス感染症の感染対策をふりかえり、緊急時に備えて連携を強化しておくことが必要と思

われる機関としては、「協力医療機関」が82.8%と最も多く、次いで、「保健所」が66.7%となっている。 

図表 106 緊急時に備えて連携を強化しておくことが必要と思われる機関〔複数回答〕 

 
 
⑯医療機関と連携して取り組みたいこと 

新型コロナウイルス感染症の感染対策をふりかえり、医療機関と連携して取り組みたいこととしては、「医

療機関又は地域の医師会が開催する新興感染症の発生を想定した訓練への参加」が48.0%、「医療機関又は

地域の医師会が定期的に開催する院内感染対策に関するカンファレンスへの参加」が39.5%となっている。 

図表 107 医療機関と連携して取り組みたいこと〔複数回答〕 
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